
　　事業所アンケートについて

①　業種

②　事業所の形態

③　従業員規模

3.4 

34.6 

0.0 

6.9 

5.2 

8.6 

0.0 

22.4 

19.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

建設業

製造業

電気・ガス・水道業

運輸・通信業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

サービス業

その他

無回答

34.5 

24.1 

39.7 

1.7 

0% 20% 40% 60%

単独事業所

本社・本店

支社・支店・営業所・工場

無回答

24.1 

15.5 

24.1 

22.4 

13.8 

0% 10% 20% 30%

100人以上

50～99人

30～49人

20～29人

その他

1



　　<※Ｈ２０アンケート>

④　雇用形態別人数

83.0 

51.4 

14.3 

46.9 

2.6 

1.8 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

男 性

女 性

正規従業員 パートタイマー・臨時 派遣社員 無回答

67.1 

27.8 

65.3 

32.9 

72.2 

34.7 

0% 25% 50% 75% 100%

正規従業員

パートタイマー、臨時

派遣社員

男性 女性

61.1

26.8

61.9

38.9

73.2

38.1

0% 25% 50% 75% 100%

正規従業員

パートタイマー、臨時

派遣社員

男性 女性

74.6

48.8

16.1

45.3

9.3

5.9

0

0

0% 25% 50% 75% 100%

男 性

女 性

正規従業員

【分析】
正規従業員、派遣社員に占める女性
の割合は約3割であるのに対し、パート
タイマー、臨時に占める割合は7割で、
この傾向は平成20年度調査結果とお
なじであった。

※この調査に回答した事業所すべて
の従業員数を合計すると男性2948名、
女性2342名で、男性の方が606名多
い。（平成20年度の調査では男性2877
名、女性2799名で、男性が78名多かっ
た。）
この結果が得られたのは、平成20年度
調査時とは別の企業が回答したため
か、女性の雇用が抑制されたためかは
判断ができないが、今回のこの男女
の人数の差が以下の調査の男女の割
合に影響していることが考えられる。
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　　<※Ｈ２０アンケート>

⑤　役職別男女別人数

85.4 

87.4 

14.6 

12.6 

0% 25% 50% 75% 100%

課長相当以上

係長相当

男性 女性

84.4

75.9

15.6

24.1

0% 25% 50% 75% 100%

課長相当以上

係長相当

男性 女性

【分析】
平成20年度調査時に比べ、課長相当
以上の役職にある女性は0.6ポイント
減少している。課長相当では11.5ポイ
ント減少しており、課長相当職に占め
る女性の割合が半分程度になってい
る。
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問１　従業員への資質や能力の期待

82.7 

75.8 

77.6 

81.0 

77.6 

65.5 

70.7 

62.1 

75.9 

65.5 

58.6 

48.2 

53.4 

55.2 

58.6 

53.4 

75.9 

62.1 

13.8 

19.0 

15.5 

17.2 

17.2 

25.9 

22.5 

22.4 

20.7 

24.1 

29.3 

34.4 

36.2 

32.8 

29.4 

31.0 

15.6 

29.3 

0.0 

5.2 

1.7 

0.0 

0.0 

6.9 

1.7 

13.8 

0.0 

8.6 

6.9 

12.1 

5.2 

10.3 

5.2 

8.6 

1.7 

5.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.4 

0.0 

5.2 

1.7 

5.2 

1.7 

5.2 

1.7 

3.4 

1.7 

5.2 

5.2 

5.2 

1.7 

6.9 

6.9 

6.9 

3.4 

0% 25% 50% 75% 100%

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

①
積
極
性

②
協
調
性

③
指
導
力

④
決
断
力

⑤
責
任
力

⑥
先
見
性

⑦
企
画
力

⑧
情
報
収
集

力

⑨
専
門
的
知

識

期待している どちらかといえば期待している

どちらかといえば期待していない 期待していない

無回答

【分析】
平成20年度調査では男性よりも女性に期待していると回答された項目がゼロであったのに対し、本調査
では、「協調性」と「企画力」の項目で、男性に比べ、女性の方により「期待している」と回答している。
また、女性に対しては、全ての項目で「期待している」と回答した割合が平成20年度調査結果を上回っ
た。一方、男性では、「積極性」・「責任力」・「企画力」・「情報収集力」の項目で「期待している」との回答が
平成20年度調査結果を下回った。
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　　<※Ｈ２０アンケート>

問２　女性従業員の活用に係る課題

9.6 

13.3 

49.4 

7.2 

12.0 

16.9 

4.8 

4.8 

2.4 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

重量物の取り扱いや危険有害業務等法制上の制約があ

ること

安全面などで考慮しなければならないこと

家事・育児・介護などの家庭責任を考慮する必要があ

ること

女性の平均勤続年数が短いこと

一般的に女性の職業意識が低いこと

女性自身が昇進を望まないこと

顧客や取引先を含め、社会一般の理解が不十分である

こと

職場内の男性管理職の認識、理解が不十分であること

特に問題はない

その他

6.9

8

40.2

9.2

11.5

8

11.5

2.3

10.3

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

重量物の取り扱いや危険有害業務

等法制上の制約があること

安全面などで考慮しなければなら

ないこと

家事・育児・介護などの家庭責任

を考慮する必要があること

女性の平均勤続年数が短いこと

一般的に女性の職業意識が低いこ

と

女性自身が昇進を望まないこと

顧客や取引先を含め、社会一般の

理解が不十分であること

職場内の男性管理職の認識、理解

が不十分であること

特に問題はない

その他

【分析】
課題の1位は「家事・育児・介護な
どの家庭責任を考慮する必要が
あること」で、回答企業の49.4％
が選択している。この課題は、平
成20年度調査でも1位であった。
また、本調査では、「女性自身が
昇進を望まないこと」が平成20年
度調査結果の倍になっており、課
題の第２位となった。
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　　<※Ｈ２０アンケート>

　　<※Ｈ２０アンケート>

問４　育児休業制度の取得

問５　セクハラへの取り組み

0.0 

96.4 

100.0 

3.6 

0% 25% 50% 75% 100%

男 性

女 性

系列1 系列2

41.4 6.9 19.0 27.6 

0.0 5.2 

0% 25% 50% 75% 100%

割合

防止策や対応策など何らかの取り組みを行っている 現在検討・計画中である

必要性は感じているが、取り組みは行っていない 必要性は感じていない

その他 無回答

0

65.3

100

34.7

0% 25% 50% 75% 100%

男 性

女 性

系列1 系列2

【分析】
該当する男女の取得状況は男性
で0％、女性で96.4％。
女性はＨ20に比べ31.1％伸びてい
るのに対し、男性では依然取得者
ゼロであり、変化がなかった。
※男性の取得者が増えないのは、
市民アンケートで育児休業制度
を、男性で92.5％、女性で94.9％が
知っていると回答していることか
ら、育児休業制度の周知不足では
なく、その他に、男性が育児休業
制度をし得しにくい環境があると推
測される。

37.3 3.9 29.4 29.4

00

0% 25% 50% 75% 100%

割合

防止策や対応策など何らかの取り組みを行っている
現在検討・計画中である
必要性は感じているが、取り組みは行っていない
必要性は感じていない
その他

【分析】
本調査では平成20年度調査時に
比べ、「防止策や対応策など何らか
の取り組みを行っている」、または
「現在検討・計画中である」と回答し
た企業が増えていた。
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　　<※Ｈ２０アンケート>

問６　行政に望むこと

21.7 

7.2 

13.0 

18.8 

37.7 

13.0 

30.4 

1.4 

17.4 

0% 20% 40%

職場における男女平等を促進する法や制度の整備

男女共同参画の取り組みについての相談・助言

男女共同参画の取り組みに関するマニュアルの作…

男女共同参画に関するセミナー、講演会などの開催

保育施設の拡充など、仕事と家庭の両立支援体制の…

労働時間短縮を促進する法制度の整備

女性活用策の導入、実施に対する助成金の支給

その他

特になし

11.3

15.5

9.9

5.6

42.3

8.5

28.2

2.8

14.1

4.2

0% 20% 40% 60%

職場における男女平等を促進する法…

男女共同参画の取り組みについての…

男女共同参画の取り組みに関するマ…

男女共同参画に関するセミナー、講…

保育施設の拡充など、仕事と家庭の…

労働時間短縮を促進する法制度の整備

女性活用策の導入、実施に対する助…

その他

特になし

無回答

【分析】
平成20年度調査に比べ、男女
共同参画推進に関して、行政
への支援の求めが多くなって
いる。（割合が減少した項目
は、「男女共同参画の取り組
みについての相談・助言」「保
育施設の拡充など、仕事と家
庭の両立支援体制の強化」の
２項目のみであった。）
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